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   第 ６ 回   熊本県議会  建設常任委員会会議記録 

 
平成25年11月１日（金曜日） 

                        午後１時29分開議 

                        午後３時10分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

   報告事項 

   ①新熊本県建設産業振興プラン・アクシ

ョンプログラム（後期）素案の概要に

ついて 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 杉 浦 康 治 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 松 岡   徹 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

        部  長 船 原 幸 信 

              政策審議監  佐 藤 伸 之 

          河川港湾局長兼 

     土木技術審議監 渡 邊   茂 

      道路都市局長  猿 渡 慶 一 

      建築住宅局長 生 田 博 隆 

        監理課長 成 富     守 

            用地対策課長 立 川     優 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

      道路整備課長 手 島 健 司 

      首席審議員兼 

      道路保全課長 増 田     厚 

      都市計画課長 平 尾  昭 人 

      下水環境課長 軸 丸 英 顕 

        河川課長 持 田     浩 

        港湾課長 松 永 信 弘 

        砂防課長 古 澤 章 吾 

        建築課長 坂 口 秀 二 

        営繕課長 田 邉   肇 

        住宅課長 平 井   章 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 上 野 弘 成 

     政務調査課主幹  福  田  聖  哉 

――――――――――――――― 

午後１時29分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、ただいまから

第６回建設常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に２名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 それでは、本日の議題に入ります。 

 執行部から、報告の申し出が１件あってお

ります。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るため着座のまま簡潔にお願いします。 

 きのうまでがクールビズで、きょうからは

ネクタイ着用ということですけど、まだまだ

暑いですので、どうぞ委員の先生方、上着を

脱いでも結構です。執行部の方もそれでいい

と思いますのでよろしくお願いします。 

 それでは、関係課長から説明をお願いしま

す。 

 

○成富監理課長 それでは、きょうは報告事

項としまして、新熊本県建設産業振興プラ

ン・アクションプログラムの後期について御

説明したいと思います。 
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 説明を簡潔ということですので、Ａ３の横

書きの素案の概要のほうで御説明させていた

だきますので、よろしくお願いします。 

 まず、今後この素案をもとにいろいろな意

見を伺いながら、最終的には来年３月の建設

常任委員会で報告し正式に取りまとめ、公表

したいと考えておりますので、よろしくお願

いします。 

 それでは、資料に従って御説明させていた

だきます。 

 １、まず初めの項でございますけども、ポ

ツの１つ目で新熊本県建設産業振興プランに

つきましては、「技術と経営に優れた建設産

業」、「社会に貢献する建設産業」、「透明で公

正な市場環境づくり」を目標に掲げ、前期の

プランに基づき建設産業を支援してまいりま

した。 

 ポツの２つ目ですけども、後期の策定に当

たっては前期の取り組み状況の検証を行うと

ともに、プラン策定後の環境変化に対応する

ため、前期の取り組みに加え公共事業費の安

定的確保や若手技術者等の確保・育成などの

事業の重点化・具体化などに取り組みたいと

思っております。 

 ２、アクションプログラム（前期）の取り

組み実績についてでございますけども、ポツ

の１つ目でございます、19の推進事業、60の

細事業について着実に取り組んできました

が、検討中のものや取り組みが十分でないも

のもあります。 

 検討段階にとどまったものとして経常ＪＶ

制度等がございます。 

 取り組みが十分でないものについては、電

子入札等の市町村への普及状況等がございま

す。 

 ３ですけども、建設産業を取り巻く現状で

ございます。(1)本県経済に占める位置づけ

でございますけども、①でございます。 

 県内総生産（名目）に占める建設業の割合

は、平成８年度は8.9％でございましたが、

平成22年度は5.3％と低下しております。 

 ②ですけども、県内建設業従事者は平成８

年が10.5％でございましたけども、平成21年

度は約５万9,000人と、全産業に占める割合

も7.5％に低下しております。 

 右側に参りまして、(2)建設投資、建設業

許可業者数の項ですけども、県内建設投資額

はピーク時と比べ約５割減少しております。

県内建設業者数は、ピークと比べ約２割の減

少となっております。 

 (3)でございます。 

 完成工事高営業利益率の件でございます。

県内建設業者の完成工事高営業利益率は、平

成12年の2.6％をピークに減少し、平成21年

にはマイナス1.3％、その後、平成23年には

0.1％まで回復したが、依然低い水準にあり

ます。 

 ここには記載しておりませんけども、他産

業においては大体３％か５％の営業利益率が

見込まれておりますけども、建設業はやはり

単品受注であることや労働集約型というよう

なことで、こういう低い結果ではないのかと

いうのが一般的に言われている状況でござい

ます。 

 (4)でございます。建設業就業者等の年齢

構成の推移でございますけども、本県の建設

業就業者数は、55歳以上が39.5％、29歳以下

が8.6％と、全国に比べ高齢化が進展してい

るという状況にあります。 

 ２ページをお願いします。こういう状況を

踏まえまして、４、アクションプログラムの

後期の策定でございます。 

 (1)まず基本的な考え方としましては、ポ

ツの１つ目、近年の公共投資の減少、建設業

従事者の減少、競争の激化等による利益率の

低下等に見られるように、地域社会を支えて

きた建設業者が疲弊、また建設業従事者の高

齢化、若年入職者の減少により、技術の承

継、将来的品質への懸念も高まっておりま

す。 
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 一方、建設産業は社会資本の整備・維持・

管理更新、防災さらには地域の雇用、経済を

支える本県基幹産業の１つという認識を持っ

ております。 

 このため、技術と経営にすぐれた建設産業

等、プランに掲げた目標としてを引き続き諸

取り組みを推進していくこととしています。 

 さらには、公共事業費の安定的確保、若年

技術者等の確保・育成の視点や国の入札契約

制度の動向を踏まえつつ、建設産業振興のた

めの施策を展開していきたいと思っておりま

す。 

 (2)が、推進事業です。 

 これは前期分も含めて書いておりますの

で、赤字が基本的には今回新規であったり拡

充した内容でございますので、その内容を中

心に御説明させていただきたいと思います。 

 まず、２ですけども、(5)の補助事業者に

よる県内企業への発注促進ということでござ

います。 

 県から補助金等を受けて施設整備――イメ

ージ的には社会福祉施設等をイメージしてお

りますけども、建設工事を発注する事業者に

対し、県内企業への発注を要請するととも

に、県外企業に発注する場合に理由を確認す

る制度の導入を検討したいと思っておりま

す。 

 (10)公共事業費の安定的確保と発注の平準

化の項ですけども、①としまして社会資本の

整備、防災・減災対策、老朽化対策を着実に

推進できるよう、さらには建設産業の育成の

観点から必要な予算総額の安定的な確保の国

への働きかけを強めていきたいと思っていま

す。 

 (13)地域の雇用や防災に貢献する企業に対

する支援ということで、①としまして、総職

員数、新規学卒者雇用に応じた格付加点とい

うのを、既に設けていますけども、ここもし

っかり位置づけていきたいというふうに思っ

てます。 

 ②のほうが、災害に対応できる重機等の保

有に対する支援の検討ということで、基本的

に財政的支援を今のところ考えてます。 

 経営事項審査では、書いておりませんけど

も、ショベル系の掘削機やブルドーザー、ト

ラクター、ショベルなんかは既に経営事項審

査では加点等を評価されていますので、それ

に連動する形で財政支援等を検討していきた

いというふうに思ってます。 

 右側にいきまして、(17)でございます。 

 ③としまして、建設業労働災害防止協会等

が実施する技能講習及び安全衛生教育の受講

状況を業者選定等での評価を検討したいと思

っています。これは指名の段階で、現在、指

名停止を受けたような業者は安全管理の面で

はしないというような要綱をつくっておりま

すけども、もう少し積極的に、こういう講習

を受けている業者なんかを評価して、指名を

していくような制度を検討していきたいとい

ふうに考えております。 

 (18)でございますけども、格付において新

たに建築系の継続学習制度の加点評価を検討

ということです。既に今、土木系については

加点評価をしておりますけれども、建築系が

今ございませんでしたので、これを今度検討

していきたいといふうに考えております。 

 (21)社会保険未加入対策の推進ということ

で、社会保険等未加入企業に対して建設業許

可及び経営事項審査等において、加入の指導

を徹底していきたいというふうに考えており

ます。 

 (22)②でございますけども、学卒者の定着

を促進するため、学卒者採用後一定期間経過

後も引き続き在籍している場合に、当該建設

業者を格付加点等を現在検討したいというふ

うに思っております。 

 (23)若者の建設産業への新規就業を促すイ

メージアップ戦略等の実施ということで、若

年者確保に向け行政及び業界が連携して、建

設産業の魅力や役割、地域貢献などを発信
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し、若者の建設産業への新規就業を促すイメ

ージアップ戦略の展開を新規予算等で検討し

ております。 

 (24)ですけども、②若手の技術者、技能労

働者の育成を図るため、企業等が研修、資格

取得等に支援をする場合については、これも

財政支援等を検討していきたいというふうに

思っております。 

 (26)技術力の評価の項ですけども、②とし

まして、建設工事の種類別工事成績の格付加

点について、工事の難易度に応じた見直しを

検討ということでございます。 

 具体的には、今5,000万円以上の工事につ

きまして、工事成績に応じて格付加点をして

おりますけども、これが建築も土木も全て一

緒のような格付をしておりますんで、5,000

万円以上でも建築の5,000万円はいろいろ違

ってきますので、その辺、難易度に応じて見

直しを検討したいというふうに考えておりま

す。 

 ③が、登録基幹技能者の配置に対する評価

を検討ということで、既に登録基幹技能者は

平成20年から制度化されておりますので、こ

の辺についても今後、技術力の評価、品質の

確保の観点からも、登録基幹技能者の配置に

対する評価を検討していきたいというふうに

思っております。 

 続きまして、３ページをお願いします。 

 ９番ですけども、ここは(30)のところです

けども、赤字のところですけども、建設技術

センターがいろいろな建設業者向けの研修を

しております。ただ現場のほうからは、なか

なか建設技術センターまで人を研修に行かせ

ると一日つぶれるとかいろいろな話もござい

ますんで、その辺できるだけ建設業従事者が

受講機会が拡大できるような仕組みを検討し

ていきたいというふうに考えております。 

 (36)ですけども、経常建設ＪＶ制度の創設

ということでございます。 

 前期では、経常建設ＪＶ制度については検

討としておりましたけども、後期に向けては

一応創設に向けた検討を始めたいというふう

に思っております。 

 継続的な協業関係にある共同企業体、経常

建設ＪＶの入札参加格付に係る制度の創設に

ついて、検討していきたいというふうに思っ

てます。 

 (38)ですけども、新分野進出の関係につき

ましては、既に事業実現可能性に関する基礎

調査等を試験研究については経費の助成をし

ておりますけども、さらにステップアップさ

せるために、新分野進出に必要な技術習得

等、例えばそれに加え販売等促進につきまし

ても、経費の一部助成を考えております。 

 39番ですけども、企業等の農業参入の支援

関係でございますけども、すでに相談窓口の

設置、新規投資への補助等されておりますけ

ども、セミナー開催やフォローアップの実施

等により、企業等の農業参入を総合的に支援

したいということで拡充されております。 

 下のほうにいきまして、(48)ですけども、

環境に対する取り組みの評価ということで、

熊本県地球温暖化防止に関する条例に基づく

事業活動温暖化対策計画及びエコ通勤環境配

慮計画を任意に行う者への格付加点を検討と

いうことで、こういうことに取り組む企業に

つきましては格付加点を検討したいというふ

うに考えております。 

 右側にいきまして、(49)の入札契約制度の

改善ということでございます。 

 ②としまして、地域の核となる企業の維

持・確保のための入札契約制度の検討という

ことで、内容としましては、現在、業界等か

ら、業者等からいろいろ心配の声が上がって

いるのが、今年度特に災害等が昨年度からあ

りましたもんで、地域バランスが非常に悪く

なってるんじゃないかと。ある地域、県南と

かについては余り工事量がないので、次回の

格付につきましては、そのＡ１は全県１区で

いろいろいけるんですけども、Ａ２は地域に
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おいて地域要件がかかってますので他地域に

行けない中で、やはり地域にある程度Ａ２業

者もいていただかないと、災害等があったと

きに支障が出るということで、地域バランス

の問題が次回の格付では非常に危惧されてま

すので、その辺を踏まえて地域の方の企業の

維持・確保のための入札制度については検討

を始めたいというふうに思ってます。 

 ③が、社会資本のマネジメントが維持管

理・更新が中心となる時代に向け、発注のあ

り方などについて研究・検討ということにし

ております。 

 内容的には、維持管理計画については、計

画に基づきますと大体今30％ぐらいが維持管

理の予算になっておりますけど、それが少し

ずつふえていく可能性がございます。そうす

ると、公共事業費、同じパイの中で維持管理

事業が多くなれば、土木一式というか専門工

事が中心になっていったりしますので、土木

一式業者と専門工事業者のバランスをどうと

っていくかというのを、この辺で研究・検討

を始めたいというふうに思っております。 

 (50)の入札契約に係る情報の公開等につい

てでございます。 

 ②のほうですけども、予定価格の積算内訳

の公表を検討ということで、現在、予定価格

の積算内訳については、請求があれば公表す

るようにしておりますけども、もう少し行政

のほうから積極的に、もう既に公表できるん

でありますので、もう積極的に、請求がなく

ても公表する形をとっていきたいというふう

に考えております。 

 (53)入札ボンドの導入ということで、入札

ポンドというのは、入札前に保証機関――銀

行等ですけども――が、会社の経営状況を審

査して保証する制度ですけども、これの導入

につきまして、不良・不適格業者の排除やダ

ンピングの防止の観点から、一定額以上の入

札を対象に入札ボンドを導入をしたいという

ふうに考えております。 

 (60)ですけども、公共工事からの暴力団排

除の徹底ということで、②ですけども、暴対

法に基づく不当要求防止責任者講習の受講状

況などに応じた格付加点の検討ということ

で、暴対法で不当要求防止責任者の講習を受

けるような仕組みになってますので――３年

に１回でございますけれども、そういう講習

を受けるような、受けさせて責任者を置くよ

うな企業に対しては格付加点等の評価を検討

したいというふうに思ってます。 

 最後になりますけども、(63)の拡充のとこ

ろで再掲ということで赤でしておりますけど

も、低価格入札やダンピング防止に向けた最

低制限価格等の見直しの促進ということで、

これは市町村のほうで、なかなかまだ最低制

限価格がかなり低く抑えられているというよ

うなところもございますので、できれば公契

連モデルというのがありますので、これに向

けて見直し等を図っていただくよう、市町村

と連携を図りたいということで考えておりま

す。 

 以上、簡単ではございますが、概要の説明

ということでよろしくお願いします。 

 

○内野幸喜委員長 以上で説明が終了しまし

たので、質疑を受けたいと思います。質疑は

ありませんか。 

 

○城下広作委員 ３ページに、県の技術セン

ターの研修の充実というところで、見直しで

受講者の拡大ということを検討なんですけど

も、これは今まではどちらかというと建設業

協会に入っている方を対象にとかあるけど、

入ってない方とかそういう人にも広げるとい

う意味合いですか、それとも、どういう感じ

か、もうちょっと詳しくいいですか。 

 

○成富監理課長 今でも建設技術センターは

協会員だけという限定はしてませんので、い

ろいろな業者が受けれるようになっていま
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す。 

 ここの意味合いは、その建設技術センター

では――城南にありますけども、そこにみん

な来ていただくような仕組みにしてますの

で、業者さんからすると、県南の業者さんか

らすると、やっぱり半日の講習でもやっぱり

一日かかってしまうと、一日使えないという

ような意見が出てます。できれば出前講座み

たいにして、県南、県北とか、そうすればも

っと受講者をふやせるというような意見もい

ただいてますので、その辺も検討していきた

いということで記載しております。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 なかなか、これ受講したく

でもなかなか受講できないというか、連絡が

協会を通してとかという形で限定的になって

いる部分で、意外と小さな事業者が知らない

とかで行けなかったとかというのもあってる

から、幅広くそうやって、まあ企業努力し

て、まだ県になかなかお世話にならないけど

も、今から努力して県の仕事もお世話になり

たいという人もたくさん、やっぱり企業とし

ては前向きなところもあるんですね。だけ

ど、こういうことをなかなか受けてないとチ

ャンスがめぐってこない、評価が低いという

ことだから、なるべく受講しやすいような形

で拡大するということは、結果的に技術の向

上とか、いわゆる県に貢献するという部分

を、ある意味では意思をしっかり受けとめる

ということにつながるので、さらにこれは頑

張っていただきたいと思います。 

 続けて、よろしいですか。 

 

○内野幸喜委員長 はい、よろしいです。 

 

○城下広作委員 44番のところで、これは赤

じゃないんですけど、よく災害じゃない日ご

ろのときにボランティア、まあ災害のときも

そうですけど、建設業としていろいろボラン

ティアで頑張っていて、いざとなったときに

はそこを評価するというのがあるんですけど

も、ここは現存のボランティアで貢献してい

るというのは、結構高い位置で評価をしてい

るんですか、それとも全体的な評価の分とし

てどうなんですか、これは。日ごろボランテ

ィアで頑張っていても、いざとなったときに

それが余り評価されないとかというと、協力

しているのに余りためにならぬというふうな

こともあるから、この辺はどうなんですかな

と思って。 

 

○成富監理課長 今ボランティアにつきまし

ては、格付等で評価してますし、総合評価落

札方式の中でも評価してるという形でやって

ますけども。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 ボランティアでというか、

日ごろ何もないときでも結構公共事業の、何

かちょっとした道路補修の分で頑張って、ぱ

っと緊急性に対応するとか何とかと、いろい

ろなことで頑張っているようなことの分も、

ちゃんと評価の部分でいろいろ見ていくとい

うこと自体はもうしっかりされているという

ことの認識でいいですか。 

 

○成富監理課長 その方向というふうには思

ってます。 

 

○内野幸喜委員長 加点は何点だったか。 

 

○城下広作委員 これ意外と、いろんな部分

では何もないときでもいろいろと協力してい

るけども、いざ仕事になったときは、地域性

とかＡ１とか何とかそういうのでどんといっ

て、余りこれはもう焼け石に水みたいな形に

なると、ちょっと寂しいなというのがあるん

ですよ。 
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○成富監理課長 例えば、ボランティア活動

の実績のある者は５点ということでしてま

す。 

 

○城下広作委員 ５点というのが高いのか低

いのか。わかりました。ちゃんとやっている

ということで、もうこれは今までどおりで余

り見直しがなくて、しっかり十分だというこ

とであえてですね、そのままの分だと思いま

す。 

 済みません、それでは最後に１点だけ。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○城下広作委員 49番の例の、先ほど言われ

ましたＡ１は全県という形だけど、特に今回

災害の部分で、やっぱりその地域というのが

ある意味では重視するということ、これは全

くわからぬじゃない、当たり前のことだと思

います。 

 ところが、余りにも法外に災害で工事の対

象がふえた場合には、やっぱりこれは地域で

縛るとどうしてもそこに集中して、１社が何

十本と取らなければいけない。工期で不安が

出る。例えば、だけど窓口はそこの地元企業

が取り、結果的に仕事が県下からいわゆる下

請で入ってくる、こういう部分の現実を考え

ると、ある程度の適量は当然地域でやるけ

ど、その枠を越えるときには幅広く全県一本

とか、全県というより県北、県中、県南とか

いろいろ何かあるんで地域性というか、それ

をもう少し拡大していくというかいう考え方

がないと、県の大きなばあっと復旧に係るこ

とだけど全然、例えば今回阿蘇の部分でも県

南の部分は一切それには何の関係もなくとい

う形になってしまうということで、全部私は

やるとは思わないんですけども、ある程度こ

こはよくバランスを考えて、１社で大量にと

いう形、結果的には下請で、結果的には事を

全部やって形を変えて、県南からもずうっと

仕事がきたという形よりも、もっと拡大しな

がら、災害のときだけは少しそういう考えを

当然考えておられるから、これのイメージを

もう少し、どういうぐらい考えているか、ち

ょっとここで言えます。何かちょっとイメー

ジ的な部分として。 

 

○成富監理課長 具体的なイメージはこの場

ではちょっとお話は。 

 私の考えとしましては、今おっしゃるよう

に災害の、今回もう阿蘇の災害という、近年

にない規模だったもんですから、ちょうど業

者さんも公共事業が減っている中で、人も機

械も減らしてきた中で今回災害というのが起

きた。それでどう対応すべきかということ

で、確かにＡ１は県内全域ということで、初

めはやっぱり地元になかなか入りにくいとこ

ろで、ほかの地域からの応援はなかったんで

すけども、かなり今は県南とかの方々もＡ１

は協力していただいている状況にありますの

で、１ついい形は、Ａ１物件についてはでき

たんですけども、Ａ２物件につきましてはお

っしゃるとおりかなりもう手いっぱいという

実態が出てきているやに聞いてます。 

 本当に初めから、ある業者さんのときは初

めからある程度協力体制、全県で災害だけは

取り組めばもっとうまくできたんじゃないか

という話もいろいろなところからもお聞きし

ましたけども、なかなかこの地域要件という

のが今まで慣例的にずっとありましたんで、

なかなか外すのが、現場の中ではちょっと非

常に厳しかったもんで、今回なかなかすぐは

できなかったんですけど、今回を教訓にしま

して、いろいろなＡ２物件につきましても、

災害が起きたときにどういう形でやっていく

のか、この辺も一緒に考えていければなと思

ってます。 

 

○城下広作委員 もう、私もそういう話だと

思います。日ごろは、やっぱり地域性をしっ
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かり考えて配慮する大事なことだと思いま

す。ただ、災害に関しての、災害のときに特

別に量が桁違いに多くて、明らかに、例えば

Ａ２物件なんか、やっぱりこれはやれないだ

ろうという場合には、もう少し適用の範囲を

考える余地はあるなということで、今回こう

いう見直しも考えておられるでしょうから、

今回のことをしっかり例としながら、教訓と

しながら、やっぱり復旧・復興がスムーズに

いくことが大事ですから、そこの部分をまず

前提でしっかり考えていただくきっかけにな

ればなと期待をしておりますので、頑張って

いただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 今の話ですね、確かに成

富監理課長がおっしゃったことも一つそうな

んですけども、一つはやっぱり、ある程度離

れた箇所から、例えば阿蘇に行っても利益が

なかなか出ないということで、行かないとこ

ろもやっぱあるわけですね。これは、いつも

言ってるとおり実勢価格に応じた積算単価で

すね、そういうふうにしていかないと、やっ

ぱり利益が出ないのに、やっぱり行かないと

いうところはやっぱり多いわけですね。その

辺も一つあるということは、当然皆さんも御

存じだと思いますけれども、今の話は表面的

なことのあれですけど、中にはそういうとこ

ろもあるということも、やっぱりこれ理解し

ておかないといけないかなというふうには思

います。 

 ほか質疑ありませんか。 

 

〇池田和貴委員 まず、このアクションプロ

グラム後期の素案の概要を説明していただき

ましたが、初めにであってですね、２番目に

アクションプログラムの取り組み実績はある

んですか、その前期をどういうふうに評価を

されているのか、それに基づいて、この後期

の部分は変えられたかと思うんですが、その

前期を受けての評価をちょっとお伺いしたい

というのがまず１点と、それと入札の発注標

準の見直しがありましたよね、あのときの説

明で、熊本県とすると、要するに今後予算額

なかなか確保できない中で、やはり建設業の

会社数が多過ぎるのではないかという説明を

ずっと私たちは聞いてきたというふうに記憶

をしているんです。 

 その中で、今こうやって見せていただく

と、大分数は減ってきているんだと思うんで

すね。これは合併の推進とかいろんな形でや

られているんですが、実際に今後その発注標

準をされたときに考えられたものと今の現

状、これは皆さん方が建設産業を振興しよう

とした、いわゆる将来像というか、ある程度

の像があったと思うんですが、それとどうい

うふうに今は映っているのかというのも、ち

ょっと教えていただきたいというふうに思い

ます。 

 その上で、こういうアクションプログラ

ム、建設産業振興プランとかのアクションプ

ログラム、そういうのができてきているとい

うふうに思うものだからですね、ちょっとそ

の辺を教えていただきたいと思っています。 

 ３つ目が、建設就業者等の年齢構成なんで

すが、やっぱり若年の就業者の方が非常に少

ないという話は、私も現場のほうからよく伺

ってますし、危機感も非常に感じているとこ

ろです。この実際の、１ページの(4)を見て

みると、本県の場合は55歳以上の就業者とい

うのは平成20年を境に全国よりもどんどんこ

うふえていって、平成19年から若年者数がど

んどん下がっていって、今では全国平均より

も55歳以上は多いし、29歳以下というのは非

常に少なくなってきているという現状がある

んですね。 

 これは、こういうふうになったのはなぜな

んでしょうね、この辺を境に。その辺もし分

析があれば聞かせていただきたいと思います

し、一つ今地元から、地元というか建設業の
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人たちからよく私が聞く話ですね、産業開発

青年隊、これがもう１回復活してくれないか

という話をよく聞きます。やっぱり、ここが

一つの若年労働者をずっとこの建設業のすば

らしさをたたき込む１つの装置として機能し

ていたのかなという気もしますし、何か今ま

だ宮崎のほうでは残ってて、熊本からも大分

そちらのほうに行かれているという話もちょ

っと聞いたりはしているんですけど、現実に

は数字を私はつかんでいるわけじゃありませ

んが、その辺どう思われますか。ちょっと、

その辺教えてもらえませんかね。 

 

○成富監理課長 まず、１点目ですけども、

前期の評価でございますけども、前期としま

してはもともと４つの目標を掲げて、19の促

進事業、60の細事業についておおむね90％の

事業は達成できたんで、事業的には達成でき

たと思ってます。 

 ただ、その中身といいますか、それで建設

業者が本当に技術と経営にすぐれた建設産業

が残っていっているかというのは、道半ばで

はないかというふうに思っております。 

 続きまして、23年６月の発注標準の見直し

は、企業数が多いと。それを踏まえて今どん

な形であの見直しが成っているのかというこ

とでございますけども、確かに私どもはあの

23年６月の見直しの中で、Ａ１、Ａ２を中心

に業者育成、技術と経営にすぐれた業者にし

ていくということで進めてまいりました。こ

れも先ほどと同じ答えになるんですけども、

やはり本当に技術と経営にすぐれた業者が36

0社きれいに育っていくかというのは、まだ

まだいろいろな面でフォローしていかないと

いけないのかなと思ってますんで、これも道

半ばではないかというふうに思っています。 

 ３番目の年齢構成の関係でございますけど

も、これはもう私見で、私の考えで言います

と、やっぱり平成19年、20年ごろがちょうど

サブプライムローンとかリーマン・ショック

が起きまして、やはり一番業者さんが厳しい

状態、景気自体が一番厳しくなった時代。や

はり熊本というのは公共事業に頼る建設業者

さんが多いのと、中小零細建設業者が多いも

んですから、その面で全国やっぱりゼネコン

とかいろいろいらっしゃるんで、その辺であ

る程度吸収といいますか、数字的に吸収でき

る分があると思いますけども、熊本はやっぱ

り大手がございませんので如実にあらわれて

きたのかなと、数字的に、この辺を境に。そ

れで、ななかやっぱり中小零細が多い熊本の

業者としては横並びで、大手が１つもないも

んですから、こういう形で如実にあらわれて

くるのかなと思ってます。 

 ただ、やはり熊本を九州各県で見た場合

は、やっぱり熊本よりちょっと悪いところも

ありますんで、九州各県でいえば熊本が突出

してこういう状態というのではないと思って

ます。ただ全体的に、やっぱり地方に行けば

中小零細が多いんで、こういう形になったの

かなというふうには思ってます。 

 最後の産業開発青年隊の要望は、私どもも

いろいろ業者さんと意見交換する中で、やは

り産業開発青年隊を出た人は即戦力だから、

非常に頼りになるから復活してくれという意

見はよく聞きます。ただ、あのときちょうど

行革というのもありましたけども、県で持っ

ているところは定員に満たないと、県からい

ろいろ建設業者さんに頼んで無理して来ても

らっても、やっぱりもう出せないということ

で、採算が合わないということになりました

んで、今そういうお声はお聞きしております

けども、私どもとしてはすぐそういう施設を

つくって県でやっていくよりは、まず宮崎の

ほうがまだ定員が足りてないような状況とい

うのも聞いてますので、数的には正確には把

握してませんけども、まあ２、３名出してい

るという話も聞いてますので、できれば新年

度予算でそこに助成するような財政支援制度

なんかを考えて、そういう形で当面はやられ
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ないかなというふうに考えている次第でござ

います。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 わかりました。一つ一つ丁

寧に説明していただいて、ありがとうござい

ました。 

 やっぱり大きく環境が、ここ５、６年大き

く、こっち振れてあっち振れて、災害も起こ

ってというのもあったんじゃないかというふ

うに思いますが、その辺は機動的にできる部

分はやっぱりやっていただきたいというふう

に思ってます。 

 済みません、もう一つちょっと聞きたいん

ですが。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○池田和貴委員 建設産業を振興する上で、

今建設業協会という協会があります。実態、

その全体の業者さんの意見を吸い上げる際に

は、建設業協会のほうもやりますし、また皆

さん方も振興局も含めていろいろ情報収集し

ていただいていると思うんですが、この建設

産業振興プランや建設産業を振興するため

に、この建設業協会というのは、今後建設業

協会がどういうふうにあってほしいという

か、必要だと思うかまたは。というのは、や

っぱ地域によって違うんでしょうけど、もう

建設業協会から脱退を多くがしていくような

状況の中で、皆さん方が抱える――県の建設

産業の振興という意味で、そういった状況

が、まあ別に放置しておいても構わないの

か、それとも若干それは問題になるのかどう

なのか。その辺ちょっとお聞かせいただきた

いと思うんですがね。 

 

○成富監理課長 私どもとしては、実態の話

をしますと、災害等が起きたときとか家畜伝

染病が起きたとか、そういうときになると、

やっぱり実態は協会を通じていろいろ御協力

をいただいているというのが実態がございま

すので、そういう面からいくと、やはり困っ

たときには頼りにしている実態というのはあ

りますので、やはりどっかで指示系統がない

となかなかそういう、災害とか何とかに対応

できない、危機管理ができないというのがあ

りますので、県政を運営していく中では、や

はり建設産業協も大事ですし、やっぱり協会

という１つ核というのがやっぱりある程度な

いと全体的な動きというのが、私ども産業を

育成していく中で、核がないとやっぱりなか

なか方向性が一緒にできないという面もござ

いますので、そういう面からすると私は建設

業協会というのは、私の考えかもしれません

が、必要というふうには思っております。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 わかりました。確かに何か

あったときには、やっぱり一個一個個別にや

るというのは大変なんで、どこか指揮命令系

統があったほうがいいんじゃないかというの

は、本当にそのとおりだというふうに思って

おります。 

 今の現状を成富課長やほかの皆さん方はよ

く御存じだと思うんですけど、本当にもしそ

うであれば、そのときのためにやっぱりきち

んと、何かあったときのために動いていただ

いて、やっぱり県民の安心・安全を守るの

は、やっぱり最前線で働いていただくのは建

設業の方々ですから、そういった体制になる

ように、やはり県としては今の現状を踏まえ

て少し部内でいろいろもんでいただいて、す

ぐに答えを出せとは申しませんが、部内の中

でできればそういった面についても話をして

いただければと思うんですね。これは部長ど

がんですか。 

 

○船原土木部長 先ほどからもありますけれ

ども、建設産業というのは、危機管理の面か
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らも地域にとっては一定量存在するというの

は非常に重要なことであるというふうに考え

ております。 

 ですから、そのために何ができるかという

ことで、例えばこういうアクションプログラ

ムを作成して経営力、技術力がまさる業者に

は生き残っていただきたい、そういうことで

進めておるつもりでございます。 

 

○池田和貴委員 本当に、企業としてはそう

だろうというふうに思います。あとは、そう

いった企業を束ねて、何かいざというときに

きちんと県の危機事態に対応できるような形

になるように、やっぱりもう１回ちょっとぜ

ひそこは部内で検討していただきたいと思い

ます。これは、もう要望です。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑。 

 

○松岡徹委員 新建設産業振興プラン・アク

ションプログラムの後期素案ということです

けど、この冊子に沿って、まず評価をする点

ですな。 

 １つは、22ページの県内企業の育成という

ところで、(10)のいわゆる地方の社会資本の

整備、防災・減災、老朽化対策の必要な予算

の確保と、それから29ページですね、29ペー

ジの人材確保・育成のところの若年技能者等

の確保・育成などについての赤書きのところ

は、この間も議論もされてきたと思いますけ

ど、大変大事な点で、より案の段階までさら

に充実させていっていただきたいというふう

に思います。 

 その上で幾つか、この冊子を読んで気づい

た点について問題提起と議論をちょっとした

いと思っています。 

 冊子の８ページですね、冊子の８ページの

(2)の、いわゆる建設投資と建設業許可業者

数の関係ですけど、投資は５割減って業者は

２割という、この問題は何回か議論したんで

すけどね、ずっと調べてみると、結局、国土

交通省の例えば方策2011とか12とかそれ以前

とか、そしてこの分析があるわけですね。な

ぜこういう分析があるかというのをさらに調

べてみると、結局はスーパーゼネコンを中心

にした頂点から三角形・ピラミッド的にあっ

て、このグローバル競争に対抗できるような

コスト対策とか、やっぱりそのすそ野を整

理・淘汰するといいますか、そういうのがい

ろんなところで出てくるわけですね、国交省

の文献なんかを読んでみると。 

 この論でいくとどうなるかというと、例え

ばこの冊子の資料の次のページの９ページの

(3)で、熊本県の場合、資本金1,000万円未満

の法人や個人事業主が、いわば67.2％という

ふうにふえているし、全国よりも7.8％高い

というような、これは全国的に見て、例えば

日本の建設産業の場合、従業員20人以下が93

％で、そこで働く従業者が60％ちょっとぐら

いになるわけですよ。そこをずうっといわば

切り込んで淘汰していくとどうなるかという

と、それはもうその地域の建設産業、建設産

業による雇用、さらにはその地域の経済とい

うのが縮小していくわけですよね。中央政府

の論理はそれでいいかもしらぬけれども、熊

本県の地方の立場から見た場合に、その論で

いっていいのかという問題があるわけです

ね。 

 それで、これは前回も前々回も言ったんだ

けども、同じ国土交通省の資料で、いうなら

ピーク時というといわば公共投資が異常に膨

れた時点なんですけども、それ以前の1985年

と今を比べてみると、これは国交省関係の資

料ですから、僕は捏造して言っているわけで

はなくて、改めて言うと1985年の建設投資は

49兆9,000億円です。これがいうならばピー

ク時というのは1992年ですけども、83兆9,00

0億円にがっとふえて、そして大体それがず

っといわゆる90年代の公共投資のバブル時代
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ですね。97年ぐらいからずっと下がって、20

12年は45兆7,000億円という、50兆円前後に

なっている。 

 それで、この許可業者数は1985年でいくと

53万8,000ですけど、これは許可業者数は200

0年に60万台に１回乗ったけど、あとは大体5

0万台、50万前後です。いわば50兆円から80

兆円にふえるような建設投資の曲線とは全然

違う曲線で、2012年は48万になって50万前後

になっているんですよ。 

 だから、あえていわばピーク時と比較して

建設業者の減り方が少ないという、これ自体

はうそじゃないから書くなとは言わぬけれど

も、そういう角度から分析して振興プランを

立てれば、熊本みたいなところは、いわば末

端の業者は淘汰されて地域経済はさらに悪く

なっていくということにならざるを得ないわ

けでね。そこをもう少し、やっぱり長いスパ

ンで見て、いわば建設投資と業者の数の流れ

を正確にとらえて、そういう現状認識の上に

立ってどうその振興プランをつくるかという

ふうに考えるべきじゃないかと。 

 これは何回も言ってるけども、そこら辺は

どうですか。少しは考えてみたですか。 

 

○成富監理課長 おっしゃるように、やはり

地域においては、建設業者というのは非常に

重要な役割を雇用から経済、防災から含めて

いろいろ重要なニーズ意識を持っておりま

す。 

 ただ、限られたパイの中でどういう形で建

設産業を育成するかというのを、やっぱり小

規模な業者さんがたくさんいてやっていくの

か、ある程度、まあ核とまでは言いませんけ

ども、ある程度大きな業者、大企業とは言い

ませんけども中ぐらいの企業さんを中心にや

っていくのかというのが２つの方法があると

思いますので、そこは非常にバランスをとり

ながらやっていかないといけないということ

で、23年６月の発注表の見直しのときも、Ａ

１、Ａ２に中心に発注するとしましたけど

も、Ｂ、Ｃについても下請とか市町村工事で

しっかり取っていっていただいて、そこを潰

していくという発想ではありませんので、そ

こは県内全域で支えていくというスタンスで

臨んでますので、しゃくし定規的に小規模業

者を見放すという感じは思っていませんけど

も。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 なかなか難しい問題は、実践

的にあるんですよね。ただ、やっぱり正確な

処方箋を出すためには、やっぱその前提にな

る分析がやっぱり大事だと。ピーク時の建設

投資と比べてどうだという型だけでいくと、

やっぱりゆがむと。 

 私が言っているのは、もう１つの資料で

は、いわば公共投資のバブル以前の公共投資

と業者数と今とこれは大体同じようなあれに

なっている。そこら辺を踏まえて、やっぱり

その建設産業振興プランのあり方を考えると

いう視点を一方ではきちっと持ってほしいと

いうことを言っているわけです。 

 委員長、次に27ページ。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 27ページは、人材確保・育成

のところですけど、ここで私はぜひ加えてほ

しいというふうに思っているのが２点ありま

してね、これはこの間もちょっと議論してき

た設計労務単価問題で、国交省が全国平均1

5.2％の引き上げをやりましたたいね。従来

型の市場評価主義的なやり方になって、やっ

ぱり保険料、福祉なんかも含めた、いわば標

準生活設計型のそういうものをカウントした

中身で示したわけですね、４月１日。 

 ですから、そこら辺を踏まえて、ここを実

際はそうしたけど、実際の末端の下請はどん

どんどんどん下請単価切り下げられて、そし
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て末端の下請と労働者にしわ寄せになる現状

がある、そこをそうならないように、やっぱ

り末端の下請の利益率もちゃんと確保して労

務者の賃金も確保する、引き上げていくとい

うそこがないと、人材確保といっても、やっ

ぱりそれがベースなんですよ。だから国交省

だって設計労務単価を1997年からずうっと下

げてきたのを一遍に10％以上したのはそこが

あるわけです。それが人材確保・育成という

なら、やっぱり一つの大きな柱にならなけれ

ばいかぬというふうに思うんですよね。それ

が１つと。 

 もう１つは、それと関係して職場環境をよ

くするという点では、この前も言ったけど建

退共問題ですよ。問題は、建退共問題では、

元請の責任でちゃんと現場に証紙を置いて、

現場で添付するという体制をどうつくらせて

いくか。そのために試行として県としてある

程度、立入調査もするというようなふうに踏

み出されたのは高く評価しますけど、やっぱ

りその建退共制度を、それは業界の納得も得

ながらどういうふうにきちっと末端まで徹底

するかと、現場まで。これは公共事業の現場

だけじゃなくて、民間の現場までするという

点では大変なんだけども、それは協会とも、

課長が言ったように協力をして、そこら辺の

ところはどうだろうかなと。この２点です

ね、27ページについては。どうですか。 

 

○成富監理課長 おっしゃるように人材育

成、若手の確保ということと、やっぱり社会

保険とかそういうのがしっかり入っていると

か、土・日が休めるとかというような問題も

ございますんです、設計労務単価のあり方に

ついてはプランの中でどこかに書くように盛

り込みたいというふうには思っております。 

 建退共の問題につきましては、今回試行で

各元請業者さん、下請業者さん、重層下請の

２次、３次も含めて実績を出すような仕組み

を、今年度10月からやっておりますので、そ

れに立入調査もするようにしていますので、

まずここをしっかりして、また建設業協会等

を通じてその意識の徹底を図りたいというふ

うに思っております。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 冊子の42ページと43ページで

すけども、いわゆるＰＦＩ、ＰＰＰ、入札ボ

ンドですね。それでよく言われるＶＦＭです

な。結局はＶａｌｕｅ Ｆｏｒ Ｍｏｎｅｙ

というのかな、いうならば、ＰＦＩにした場

合に、どしここう一般的な公共であるよりも

値下がりになるかということなんだけど、こ

の前、僕はこのＰＦＩ関係のセミナーに行っ

ていろいろ聞いてみると、そういう計算の96

％はコンサルがやるそうなんですよ。だか

ら、極端に言えばどうにでもなるという、本

当にそれで正確に検証ができるかということ

なんかを指摘する人もおったし、民間の金融

資金での利息と、いわば通常の起債でやるの

では、どっちが値下がりになるのかという詳

細な試算もなかなかまだ余り十分できてない

らしいですね。 

 逆に問題点として、例えば事業を担ってい

た民間業者が経営破綻して撤退したので、自

治体が施設を買い取らざるを得なくなった例

とか、事業見通しが甘くて、公共部門で実施

するよりもコストが高いため契約を解除した

とか、それから当初から赤字が続いて、契約

解除の際に市が特定目的会社、いわゆるＳＰ

Ｃに損失補償金を支払ったとか、結構そのＰ

ＦＩも問題点が出ているわけですね。結局

は、そのＰＦＩというと、やっぱり資金力の

関係で地場の建設業、地場の業者との関係で

はやっぱり不利になるわけですね。ですから

ＰＦＩについては、いやＰＰＰについては本

当に慎重に検討しなければならぬということ

ですね。 

 それから入札ボンドも、一般競争入札で入

札参加の自由というのがあるわけですけど
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も、それは法的に。ところが、入札ボンドで

いくと、その受注する側は損保会社に計画ば

出さないかぬ。そうすると金融機関がいわば

査定をする。金融機関にその施工能力、建設

業社の施工能力をちゃんと査定する力がある

かというと、これだって非常に不確かでね。

ですから、ＰＦＩと入札ボンドを全面否定す

るわけじゃないけども、よく慎重に熊本県の

立場で吟味して対応していくというのかな、

いうのが必要じゃないかと思いますけども、

そういう意味に理解していいのかな、この表

現は。どうでしょう。 

 

○成富監理課長 おっしゃるように、まずＰ

ＦＩ等につきましては引き続き検討としてい

ますのは、なかなかそういう案件が県レベル

の段階の工事はなかなか想定できませんの

で、まだ引き続き検討という意味でしていま

す。 

 もう１点、入札ポンドのほうにつきまして

は、一定金額以上ということで、県外資本が

入ってくるような工事、これをイメージして

います。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 慎重にということだと、この

問題では最後に46ページですね。不良不適格

業者の排除の徹底の問題ですけども、これで

は、もちろん法令を守らないかぬわけだけど

も、実際、保険に入れないとかあるいは掛金

が払えないとか、したくてもできないという

現状があるわけだね。そこをどう見るかとい

う点で、やっぱりいろいろ調べてみると、結

局は元請が低価格入札をして、その元請が下

請に対して低価格の指値発注をすると。それ

で、いわば下請になればなるほど利益率が下

がるという、ここをやっぱり改善せないかぬ

と。 

 それで私の提案は、いわば法定福利費を含

めた保険料とか、保険料を含めたやっぱり発

注する際の積算をやって、それを工事費と別

枠で契約し別枠で支給するというところまで

いかないとこの問題は、いわば不良不適格業

者だということで排除するだけでは解決せぬ

わけですよ。国土交通省の文書でも、いわば

標準見積書はつくれとなっておるけど、別枠

でいわば積算し別枠で支給するというふうに

はなってないわけですね。そこまで僕はきち

っとして、本当にいわば一生懸命建設業をや

りたいと、そういう業者さんがやっぱり立ち

直って、そしてちゃんと法令が守れるように

していくための改善ですね、そういうような

ところはひとつ研究していただけないかなと

いう提案ですけど、いかがですか。 

 

○成富監理課長 はい、しっかり検討した

い、研究したいと思います。 

 

○松岡徹委員 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。ほかに

質疑はありませんか。 

 

○佐藤雅司委員 ２点だけ、２点。ＣＡＬＳ

／ＥＣ事業、市町村に今電子入札、納品関係

しっかりやっているところどれくらいのパー

セントですか。 

 

○西田土木技術管理課長 ＣＡＬＳ／ＥＣの

中で電子納品について申し上げますと、全体

の45市町村のうち導入しているのは、まだ８

市町にとどまっております。 

 というのが、基本的にいわゆるＣＤで成果

品を納めてもらうわけですけれども、どうし

ても市町村によっては工事の件数がそれだけ

余り多くないということで、余り省スペース

とかそういうふうなメリットがなかなか見出

しにくいというふうなことがあるのではない

かというふうに思っております。 

 以上です。 
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○佐藤雅司委員 そんなら、やめたらどうで

すか。 

 

○西田土木技術管理課長 私どもが、まだ電

子納品の効果というか、長期的な例えば維持

管理とかそういうものに生かしていく、例え

ば道路台帳の中にそれを反映して、災害時に

すぐそれを引っ張り出せるとか、そういうふ

うなものを考えておりますので、いかにその

市町村の方々にとって使い勝手のいいものに

なるかということが大事だと思いますので、

それもあわせて検討したいと思っておりま

す。 

 

○佐藤雅司委員 入札についてはどうです

か、電子入札。 

 

○成富監理課長 一応９市町村で、45市町村

のうち９市町村にとどまっています。一応、

市のほうが14市のうち７市、市町村について

はまだ２町しかないということで、確かに電

子入札というのはコストからすると、町とか

村の段階では非常に厳しいというお声はいた

だいています。ただ、やはりもともとが電子

入札制度の透明性とか公平性とかを掲げて、

この制度を大義名分で始めてきましたんで、

そちらの面からいくとそのバランスをとりな

がら、やはりまだまだ市レベルにはできるだ

けは入れていただきたいということで、まだ

後期アクションプランでも引き続き取り組ん

でいきたいというふうに思ってます。 

 以上でございます。 

 

○佐藤雅司委員 なかなか、やっぱ進まない

んですね。そして、どちらかといえば何とい

いますか、そうした業者さんの電子関係のテ

クニックが上がらぬもんですから、むしろ逆

方向といいますか、ペーパーのほうがいいん

だというような方向に引っ張られやせんだろ

うかという、何か最近の動向を見ているとそ

んな感じがしてならぬのですけども、皆さん

やっぱりそこまでやらないかぬ、レベルを上

げないかぬていうような認識、市町村もそげ

なふうになっとっとでしょうかね。どうでし

ょうか、そこ辺は。 

 

○成富監理課長 県に応札していただける業

者さんにつきましては、全て電子入札でやっ

てますので、市と町の業者さんとすれば、そ

ういう人たちはもう電子入札がやはり便利だ

と。やっぱり設計書とか何とか一々行かなく

てもいいし、やっぱり便利さもやはりありま

すので、やはり県に入札されている方はそれ

でいいんですけど、やっぱり町とか村の工事

を対象にやっておられる方にしたら、やっぱ

り夫婦でやっておられる方とかたくさんいら

っしゃるみたいなんで、その辺につきまして

は次の代とかいろいろ考えた場合はしたほう

がいいと思いますので、やはり町村もその辺

を踏まえて引き続き御検討いただきながらや

っていただければというふうには思っていま

す。 

 以上です。 

 

○佐藤雅司委員 とにかく、その辺のところ

ば進めてもらうようにですね。やっぱり市町

村の職員の何といいますか意識も、もうそう

いうレベルでないともう受注できないんです

よというぐらいの、余り厳しいあれもそうで

すけども、そのような時代なんだということ

の意識をやっぱり私は徹底すべきだというふ

うに思っておりますので、やっぱりその意識

を高めてもらうような研修を積み重ねてもら

いたいというふうに思っています。 

 それからもう１つは、40ページの社会貢献

の評価ですね。これはいわゆる削除してあり

ますけども、多自然型工法による川づくり、

ものの見事に消してありますけども、私は個

人的にはとても好きなフレーズなんですけど
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も、なんがいかぬとですかね。 

 

○成富監理課長 ここは意図としましては、

個別に多自然型工法とか道路の緑化とかいう

のを今、新４カ年戦略のほうで緑の創造プロ

ジェクトということでやってますんで、そち

らに包含する形で表現を変えさせていただい

て、決して多自然型工法による川づくりをや

めるという意味ではございません。 

 以上です。 

 

○佐藤雅司委員 実は私の阿蘇地域でも、こ

れ大分まあ偉い人が来られて、その人が多自

然型工法にしたらどうかという話を、もちろ

ん川幅とか容量とか流れていく流速とか流量

とか計算した上での、これで劣らないきちん

としたものであるということは、はっきりお

っしゃった上でこのことを提案されたわけで

すが、どうも私から言うと地形的にその堤防

あたりをなくしてそのまま多自然型にすると

大変なことを起こし出すと。あるいは堤防あ

たりが道路側になっているところもあります

ので、今度は緊急避難道路あたりに影響する

ということから、うちのほうではそれは、そ

げん先生はその工法がいいとおっしゃっても

多分責任持てないでしょうという話から、阿

蘇の場合はやめましたけど、できるところ

は、この多自然型工法というのはやっぱり捨

てがたい話だと私は思っておりますけども、

そこはいかがでございますか。 

 

○持田河川課長 今、多自然型工法について

佐藤委員のほうから話がありましたが、やは

り１世代、２世代前は全くこういう考え方が

なかったんですね。コンクリートでとにかく

川を固めるとか。だんだんだんだんそれでは

いかぬだろうと。河川工学というのは経験工

学ですから、そういうところを踏まえてこう

いった多自然型の川づくりとか、そういうも

のが生まれてまいりました。 

 ただ、特に川というと、まあそういうのも

大事なんですけども、一番は今委員もおっし

ゃったように治水というのが基本です。です

から、どのようにこういった治水の目標を満

足しつつ、その中で多自然型の川づくりをや

っていくのかという、そういうマッチングバ

ランスが一番重要ですので、そういったもの

についてはいろんな知見を集めながら、まず

治水それからこういった環境、多自然型川づ

くり、こういうのをできる限りマッチングし

てやっていくというのが今からの方向性だ

と、そういうふうに考えております。 

 

○佐藤雅司委員 私もヨーロッパの川あたり

を見てきまして、ヨーロッパは大陸ですから

意外とゆるゆる川なんですよね。だけど日本

の場合は、こうした山岳地帯で流速も速いし

かなり急峻な地形が多いということだけど、

やっぱりゆるゆる川、例えば傾斜が1,000分

の１とか3,000分の１とか、そういうところ

はやっぱりこうした多自然型、生態系を維持

するために、真っすぐ当時したやつを速く流

れるようにしたやつをもとの川の形に戻した

というところも、かなり私も見てきまして、

生態系が、蛇やカエルが戻ったという、それ

からいろんな鳥やなんかが戻ったという、で

きるところはやっぱりそのようにしたがいい

んじゃないかな。阿蘇のように地形がものす

ごく急峻で、やっぱり速く流さないかぬ、そ

れからやっぱりその影響があるんだという、

極端な話三方張りでしても、何かこうむなし

さを感じるようなことじゃない、おっしゃっ

たような方向性であるということは間違いな

いんで、まあ成富課長がおっしゃったよう

に、できるところは決してその考えを捨てる

わけじゃないということでちょっと安心しま

したけども、方向性を見失わないようにして

おかんといかぬのじゃないかなという思いで

ありました。 

 別に、あとはありません。以上です。 
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○内野幸喜委員長 ほか質疑はありません

か。 

 

○城下広作委員 ちょっと、今のその関連で

いいですか。ＣＡＬＳ／ＥＣの件で。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○城下広作委員 例えば、今８市町村ですか

ね、やっているのがあったんですけど、例え

ば県の事業でいわゆる河川とか道路とか、い

わゆる平面図なんか公共座標を使うと、市町

村も公共座標を使うと、図面は重ねられるん

ですね。それがいわゆる電子納品なんかでは

自由に、ある意味では活用できるという、こ

ういう連携とかというのは特別何か指示をし

たりとかというのは、連携はあるんですか、

そういう共通財産としてやろうという形のも

の。 

 

○西田土木技術管理課長 現在のところ県の

電子納品と市町村の電子納品の間では、連携

はとっておりません。 

 

○城下広作委員 だから、せっかく電子納品

のメリットは、いわゆる医療でいえば共通カ

ルテと一緒で、わざわざ自分のところだけを

そこで財産にするんじゃなくて、共通で一つ

の統一のものを使うと、共有して早く正確に

という記録を残していくということで、せっ

かくだったら平面図なんかも公共座標でお互

い仕事をやると、ある程度推進をしていけ

ば、まあ仕事によってはそういう公共座標を

使う必要がないものもあるんだけども、その

ための電子納品というメリットだから、特に

県道と河川とかいう隣接するようなところ

は、おのずと使う可能性が高いだろうという

のは、県と市町村はやっているところは連携

するというのも、これは当然頭に入れておか

ないと、何のために電子納品をやっていくか

という、いろいろと国の事業等もこれはくっ

つけられるわけですから、この辺は国・県・

市やっぱり共有財産、共通でこの地図を使っ

ていくという、もっと幅広くやるということ

は絶対ないと意味がない。電子納品した意味

がないというふうに、もっと細かく言えば、

もっと詳しく言えますけども、余り時間がな

いから言いませんけども、そこは考えるべき

ですよ。これは発注する自治体が国、県、市

町村このことは同時に考えながら、ここは共

通でやろう、ここの部分は独自の、単独でも

いいよというすみ分けでやる。結果的にはこ

れは国調ともくっつけられるわけですから、

いろんな意味で共通財産を高めなければいけ

ない、ＣＡＬＳ／ＥＣをするなら、それは絶

対大事な部分です。 

 

○西田土木技術管理課長 城下委員御指摘の

とおりだと思います。 

 例えば、災害時に県道も市町村道もないわ

けですから、全体としてやっぱりデータとし

てはまとめるというか整理しておかぬと役に

立たないということがありますので、今後十

分それについては検討してまいります。 

 

○城下広作委員 では２つだけ、さっき言い

忘れた分で、40ページの例のＩＳＯの9000と

か14000とか削除してあるんですね。これは

わざと、これはとらぬでいいじゃなくて、こ

れは当たり前だという前提で、違うエコアク

ションの部分でしっかり頑張りなさいという

ことのこれは理解なんですかね、これ。これ

は一時はずうっとＩＳＯを推進しよったけど

も、最近は誰も余り言う人がいないで、取っ

ていいか悪いかもようわからぬような、これ

をマネジメントする人だけがもうかったみた

いな話になっている、これはどうなんです

か。ちょっと確認させてください。 
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○成富監理課長 一応、前回の格付からここ

はもう、一応格付で評価はしないという形に

いたしました。 

 

○城下広作委員 これは一時はやりで、ぱあ

んと、これをばんばんとれとれといって高い

かな、一番最初のほうは1,000万円かけたん

ですよ、この登録事業者は。それで全然宝の

持ち腐れ、ただ名刺にぺたっと名前を言う、

ある会社は窓ガラスにどんと上げただけで、

何も反映せぬなら、これはもう一過性のもの

で、これが何だったのかという、非常にこれ

は誰が仕掛けたかようわからぬけど、このＩ

ＳＯのこの内容というのは、よく検証せない

かぬ。ちょっとブームになって、その後が全

然続かぬ。これは更新して、企業はずっと負

担していくんですよ、これ。これをするため

に。これはちょっとどうにかしないと、これ

はもっと国も何かようわからぬけど、この検

証は１回やらないかぬですね、このＩＳＯの

どうだこうだというのは。これ１点まず。 

 

○成富監理課長 済みません。先ほどの件で

格付は外したが経審で見るようになったとい

うことで外した。 

 

○城下広作委員 経審で見るようになって外

したと。 

 全くこれが取ったか取らないとかいうの

で、ゼロ評価で関係ないということはないと

いうことですね。 

 

○成富監理課長 そうでございます。 

 

○城下広作委員 了解です。 

 では、あと１点済みません。 

 今度は大きいほうの部分で２ページにあっ

たんですけども、例の災害時に対応できる重

機等の保有に対する支援の検討ということ

で、これ企業が重機貧乏という言葉もあるん

ですよ。機械を持っとかんと付加点がつかな

い。ところが、重機を持つために一生懸命会

社は重機を高い分でリスクを払って持つ。だ

けど、一方でリースという制度もあって、ど

っちがいいというか、もうリースはリースで

一つのシステムであって、自己所有というの

とリースで賄われるというその考え方と、過

度に機械を所有する、どうこうと評価してい

くと、これを購入する意味でずうっと、企業

がある意味では経営がちょっと厳しくなると

いう部分との絡みもあるんですよね。この辺

は、たくさん持っておけばいいという、それ

はそれなんだけども、持つとその分だけ負担

がかかるという部分との関係、これはどうな

んでしょうね、リースとの。この辺のちょっ

と考え方を。 

 

○成富監理課長 おっしゃるように、リース

と所有というので、どういう評価をしていく

か、ちょっと悩ましいところが。一時期やっ

ぱり会社経営上はリースのほうが身軽でいい

という話もございますので、ただ、やっぱり

災害関係の重機については、経営事項審査上

は先ほど申しましたように所有で評価するよ

うな形という、災害に限った形で特定的にや

っておられますので、そういうことであれ

ば、全国的にそういう雰囲気であれば、私た

ちとしては、財政支援とか何とかをしていか

ないといけないのかなという感じで考えて、

こういうちょっと位置づけで今回考えてま

す。 

 

○城下広作委員 これは、私もわからぬでは

ないんですよ。ただ、リースに依存していけ

ば、災害には一遍にリースがばあんと物件を

押さえられて物がない。結果的には業態とし

て体をなさないていうことだから、日ごろ負

担があっても持っておいてもらいたいという

思いがあってのことだろうと思うけど、だけ

ど経営ですね、それをたくさん持つというこ
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とによって圧迫して、企業がそれで人件費が

なかなか上げれないとかいうようになるとい

う、これは２つの側面があるもんだから、非

常にこの辺はちょっと微妙な関係だなという

ふうに、ちょっと心配したもんだからです

ね。ここはちょっとやっぱりよく考えなが

ら、やっぱりこれは今から統計的にもいろい

ろ取りながら固定していくというモデルも考

えていかないかぬのがあるかなというふうに

思います。 

 

○成富監理課長 委員の意見を踏まえて、し

っかり検討し、考えていきたいと思います。 

 

○城下広作委員 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑ありませんか。 

 

○堤泰宏委員 私は、もう単純な質問です。 

 この説明資料の１ページ。県内建設投資額

は５割の減少ですね。それから業者数は２割

の減少。この建設投資額が５割減少したとい

うことは、資材と需要と供給ですよね。資材

の需要と供給に限定してちょっと考えてみた

んですが、今資材は鉄骨材、生コンを含めて

大変高いらしいですね。私は請負業者じゃあ

りませんので、小さいことはわかりませんけ

ども、生コンあたりは最低時の２倍ぐらいに

なっておるという話も聞きます。これは正し

いかどうかわかりません。需要は５割減って

おるのに資材は倍になっておるというのは、

何か説明がつきますかね。 

 

○西田土木技術管理課長 まず、生コンの単

価についてなんですけども、現在、工事の発

注に伴いまして、いわゆる生コンとか建設資

材の基本的な需給が逼迫している状況には、

基本的にはございません。現時点でいわゆる

逼迫によって価格の上昇が見られているとい

うことは、ほとんど現時点ではまだありませ

ん。 

 先ほど、生コンの単価が２倍になったとお

っしゃったのは、熊本地区が前年度まで6,05

0 

円、１立米。それが今回１万2,800円に上が

ったんですけども、これは今までがいわゆる

過当競争であったということで、全国でも大

分市に次いで２番目に安い状況にあったとい

うことで、一般的にほかの地区は、大体１万

4,000円～１万5,000円ぐらいになっておりま

す。熊本地区につきましては、皆さん方が共

販体制を設立されまして、基本的には、もう

その１万2,800円でいこうということで、そ

ういう形で、それしか契約しないという形に

なったんで、実績として上がったということ

で、基本的に今回の需給との関係はございま

せん。 

 以上です。 

 

○堤泰宏委員 そうするとですよ、やっぱり

高くなれば今度は発注者は発注せぬようにな

るですよね、民間工事に限定していけば。

今、熊本じゃ非常に建物工事が減ってますも

んね、建築の場合は。恐らく擁壁等も民間で

はおそらく暫くはせぬと思うんですよね。ま

すます仕事が減る。すると生コンにしても骨

材にしても、骨材というか鉄骨、鉄筋にして

も、やっぱり需要は減っていくと思うんです

ね。負のスパイラルといいますか、みずから

そういうことを選択をしたのかなという気持

ちがしますけれども、独禁法とかそういう難

しい話は抜きにして、やはり安く供給する業

者がおれば、それはどこかで努力をしておる

と思うんですよね。ですから、それを余り規

制せぬで、私は安いほうがええいと思うんで

すね。誰でも買い物は安いほうがいいですも

んね。答えは要らんですよ。 

 それから、建設業者数が２割の減少、これ

は倒産して減ったのか、建設業の先行きに不

安を持って廃業したのか、この中身を検討し
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ておったほうがいいと思うんですね。 

 それから、これはけちをつけるばっかしじ

ゃないですけども、４番、年齢構成の推移で

すね。55歳以上が何ぼとか29歳以降が何ぼと

書いてありますね。これは建設業だけじゃな

いと思うんですよね。もう年金も65歳。です

から自然と就業者のこの平均年齢というか、

55歳以上の年齢というのは上がってきますよ

ね。ですから、全産業の中で55歳以上がどれ

ぐらいふえたのか、その中で建設業がどれぐ

らいふえたのか、それから29歳以下も同じよ

うな出し方をせんといかぬと思いますね。 

 別に農業者なんというのは、こんなもんじ

ゃねえですよ。もっともっとアンバランス。

29歳以下の農家なんというのは、もうほとん

ど田舎にはいませんからね。農協青壮年部か

ら集めると、60歳以上ですよ。消防団も60歳

以上ですよ。これは本当ですよ。そういう現

実がありますから、この数の取り方をちっと

検討していただきたいなと思います。 

 それから、まだ答えはちょっと難しか。そ

れから、この建設投資額が非常に減っとるわ

けですね。減っとるけども、業者、発注者、

発注者ですね、民間の場合は発注者に対する

この税の負担というのが全然変わらぬわけで

すね。今、消費税が５％ですね。例えば１億

円のビルを発注したとしますね、ある人が、

山田さんなら山田さんがですね。すると消費

税で500万円かかりますね。そうすると今度

は登記をするんですね。登記をするときに10

0万円以上かかりますよ。そうすると、今度

は県のほうから不動産取得税というのが300

万円ぐらい言うてくるんですね。その明くる

年から、１億円の建物なら恐らく90万円から

100万円固定資産税言うてきますよ。ですか

ら、そこ辺を、この不景気な時代ですか扱う

ておかんと、ますますこれは厳しくなってい

くと思うんですね。 

 どなたか、答えじゃないけども、そぎゃん

な思わぬとか、そぎゃん思うとかですよ。そ

れが思うてもらわにゃまた困るですね。やっ

ぱりパイを太うせんと、どんな業界もそうで

すよ、やっぱり小さくなれば、そしここう住

む世界が狭くなると思うんですね。５割とい

うのは、これは大きなもんですよ、存亡にか

かわると思うんですね。何かこれを。 

 

○船原土木部長 最後の建設の投資に係る長

期的な見方についてのお話…… 

 

○堤泰宏委員 １億円の建物を建てた場合で

すね、具体的に。どのくらい税金を持ってい

かれるかということですよ。 

 

○船原土木部長 申しわけありません。その

点についてはお答えするものを今持ちません

ので…… 

 建設投資がずっと減っていく中でという話

でございますが、それにつきましては、やは

りこれまで、このグラフにあるとおり建設投

資がどんどん減って、それに合わせて業界の

体質もどんどん弱体化しておる。それに沿っ

て、この資料にありますように、完成工事

高、営業利益率も下がってきたというような

ことです。 

 ですから、やはり公共事業は全て丸とは言

いませんけども、必要な公共施設の整備につ

いては計画的にやっていくというようなこと

で、国に対しても社会資本整備については必

要な予算確保ということで、国に要望をして

おります。 

 以上です。 

 

○堤泰宏委員 それはもう、ぜひお願いしま

す。 

 公共事業だけじゃ、やっぱ建設業の受注額

というのは確保できないと思うんですよね。

このグラフでも、やっぱ民間のほうが大きい

ですよね。ですから、やはり税金で対応する

ということになれば、まず不動産取得税です
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よね。これは１億円の建物を建てて300万円

持っていかれるですよ。その次の年から毎年

毎年100万円近く固定資産税がかかってく

る。大きな負担になるですね。消費税も一緒

ですよね。今度800万円になるですな、１億

円の建物を建てて。もう負担しきらぬです。

恐らく８％の消費税になったら――これは賛

成、反対は別ですよ、なったら、これは住宅

産業までかなり響くですね。これ住宅産業と

いうのはすそ野が広いですからね。カーテン

屋さん、クロス屋さん、佐官――佐官さんは

今減ったですけどね、いろんな業界にこれは

波及していくと思いますので、私はそういう

要望をやっぱし地元都道府県あたりから国に

出さんといかぬのじゃないかと思うんです

ね。これは５割が７割減ったら、おまんまの

食い上げですよ。 

 答えは、さっき部長が公共部門は努力する

とおっしゃったから、それはもうぜひお願い

したいと思いますね。これは、みんなの声を

ひとつ伝えたわけですな。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。ほか質

疑ありませんか。 

 なければ、これで質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○佐藤雅司委員 道路整備課長さん、57号、

中九州滝室坂の進捗状況は、この間、国交大

臣とちょっと会う機会がありまして、お礼を

言うておきました。報告しておきます。 

 おおむね10年ということでしたけども、そ

して、年内ぐらいにはひょっとしたら用地交

渉までいくのではないかという話もちょっと

あったんですけどね、地元からすると結構、

やっぱり水の話とか調整が必要だということ

で、ややおくれそうなんですが、そこ辺の進

捗状況を大まかで結構ですから。 

 

○手島道路整備課長 今、佐藤委員から非常

に心強いようなお話をお聞きになったという

ことで、私も情報収集が不足しているなと今

感じたところです。以前お聞きしたときは、

来年度末には用地交渉に入れるということで

お聞きしておりましたけれども、今のお話だ

とことしじゅうとかあるいはという話でござ

いますので、直ちに情報収集に参りたいと思

います。ありがとうございます。 

 ほかについては、現在、先ほどおっしゃっ

たように水の関係の調査とかボーリングの調

査に向けていろいろ行われているということ

はお聞きしておりますけれども、本当ありが

たいお話で、ちょっと勉強に早速入りたいと

思います。済みません、情報不足で。 

 

○佐藤雅司委員 私のほうが情報が早いのか

どうかわかりませんけども、九地整のある人

からそのような話があって、この河川国道事

務所あたりからも、ちらっと聞いたら、しか

しややおくれますみたいな話だったから、

「やや」がどのくらいなのかなという、もう

おおむね10年というなら、6.3キロあるわけ

ですから、トンネル部分が4.何キロ、もうぼ

つぼつ早めに準備をしよらんといかぬなとい

う、地元対策をも含めての話ですけども、で

きるだけ、10年というならば８年で、７年の

前倒しをしていきながら、一番難しいところ

ですので、いろいろ問題、課題はいっぱいあ

ると思いますけども、その点よろしくお願い

します。 

 いいです。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。ほか。 

 

○松岡徹委員 ここに2013年６月３日付の県

の開示した文書の写しを２枚持っているんで

すけども、開発行為と同意書というのでです

ね。 

 １枚は去年の６月19日付で、１枚は同意書

のサイン・捺印、印鑑を押した方は10年以上
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前に亡くなっていると。それからもう１枚

は、この阿蘇の役犬原というところの土地の

開発に関係することですけども、この開示請

求をした、この土地を一部持っている人のＡ

さんが同意したという文書になっておりま

す。 

 だから、10年以上前に亡くなった人のサイ

ンと印鑑の同意書と。全く自分はこれは関知

してない、俺んとじゃないというＡさんのサ

インと印鑑を押した同意書というのがここに

あるんですけどね、それで、これは私は都市

計画法の81条の１項の４の、詐欺その他不正

な手段により、この法律の規定による許可、

認可または承認を受けたものについて行為の

差しとめとか停止とか、そういうふうにせな

いかぬというのがこの81条のあれですけど

も、これに当たるんじゃないかと。誰が考え

ても、10年以上前に死んだ人のサインと印

鑑、それから開示請求したら、自分がサイン

した文書まできゃ出てきたという話で本人が

びっくりされているわけですね。 

 ところが、熊本県は、にもかかわらず、こ

れをかなり、そのＡさんがいわば問題にした

けれども、基本的な瑕疵ではないということ

で、開発行為はどんどん進められて工事は進

められて、この前僕は現地に行ってきたら、

こういうような形で、中には入れないんです

けど塀がつくられて整地がされているわけで

すよ。 

 私は、問題の展開によっては、100条に基

づく調査も視野に入れてちょっと考えている

んですけども、これはやっぱり、どう考えて

もおかしいんじゃないかというふうに思うん

ですけどね。ちょっと担当課長に聞きたいん

ですけども、どんなもんですか。 

 

○坂口建築課長 今、委員申されました阿蘇

地域におきます開発行為につきましては、委

員おっしゃいましたとおり２つの同意書がつ

いておりまして、１つの同意書におきまして

は確かに10年以上亡くなられた方の同意書の

お名前だったということをお聞きしておりま

す。 

 それから、もう１通の同意書につきまして

は、同意された御本人が、これはことしに、

１年たってからでございますが、文書を開示

されまして、自分では書いてないということ

を申されております。 

 それで、その２点につきまして私たちのほ

うで調査なり聞き取りを行ったところでござ

いますが、１点目の10年以上前の件につきま

しては、その後その相続人の方が同意なさる

ことにつきまして申立書をいただいておりま

して、その確かに亡くなっておられた方の同

意というのは本来はおかしいわけでございま

すが、相続人の方の同意書といいますか申立

書をいただいていて、そのことは有効ではな

いかということで考えております。 

 それからもう１通の同意書のＡさんという

ことで今おっしゃいましたけれども、その同

意書につきましては、Ａさんみずからも御自

分で書いていないということで、今警察のほ

うにもそういう申し立てをなさって、調査を

なさっているというふうに聞いておりますの

で、その真偽につきましては、我々はまだ正

確に把握するまでにはございませんが、そち

らの調査を待ちたいというふうには思ってお

ります。 

 ただし、そのＡさんにおかれましても、同

意書を書かれた後、その土地につきましては

既にこの開発行為の申請人の方に、昨年の時

点でもう売買までされておりますので、その

同意書につきましては、その売買行為の登記

簿が既に存在しておりますので、開発行為自

体につきましては有効ではないかというふう

に判断したところでございます。 

 

○松岡徹委員 10年以上、亡くなった人の息

子さんが書いておるというんだけど、実際、

病気で入院されておって、その息子さんも亡
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くなっているんですよ。とても、そこに毎日

行って看病した人なんかの話では、そういう

書ける状態ではないなどの、かなり細かい証

言も出されているわけですけどね。課長は同

意されたＡさんというけども、Ａさん自身が

同意してないと。この文書も電話番号も書い

てないし、字も似たようなあれで本当に不可

解な同意書なんですけどね、２通とも。 

 私は、こういうのが出た場合に、やっぱり

この81条の１項の４に照らして、一旦事を停

止をして、そして、警察あたりともきちっと

協議をして慎重に事を進めるというふうにす

べきじゃなかったかと。それが何というか、

ずるずるずるずるやってこういう形までなっ

ているという点については、今後さらに真相

を究明していきたいと思います。 

 今１点は、これに関連して、皆さんも御承

知かと思いますけど、1986年に佐賀市に泰道 

というカルト集団みたいな団体ができて、大

体、黎明塾というところに、入会金が１人当

たり140万円とか高額なもので、それで1996

年には集団提訴がなされて、それで97年には

解散されているんですけども、1990年には日

本刀を500本購入したとかということで報道

もされているんですけども、問題は、このと

きの実質的な責任者が土地の所有者で、そし

て西原村に自然を守る会、ＮＰＯ法人自然を

守る会という名前で土地を12ヘクタール買う

て、その所有者がこの泰道の実質的な責任者

で、この自然を守る会の理事長が泰道の筆頭

理事で、副理事長が泰道の理事と。こういう

ようなのが問題になって、西原村ではもう村

挙げて、議会も村も反対だということで、や

っぱりオウムの波野進出のあの経験があるか

ら、とんでもないことだということになって

いるんです。 

 今度は、もう一つ隣の大津町に医療法人財

団太陽の丘というのが、大津町の岩坂という

ところに、山林の中に土地を買うて、やっぱ

一定のものをつくったりなんかしている。こ

れはアースハートといって2000年にできた団

体で、この泰道のメンバーだった野中邦子と

いう人が中心になって、このアースハート

は、これも新聞で大分報道されていますけど

も、10億円のいわば脱税で起訴されて、要す

るに野中氏たちはそれを認めているわけで

す。 

 このアースハートの本部と同じ住所になっ

ている医療法人財団太陽の丘というのがこの

大津町に土地を買ってますね。このアースハ

ートの機関誌を読んでみると、その野中とい

う人がいろいろ言っているんですけどね、水

源地と憩いの館というのをつくりますと。

で、その土地が手に入りましたと。この阿蘇

の役犬原の土地はもう水が自噴するような、

行ってみるとどんどん流れているようなとこ

ろでね。そういうようなことも言っているわ

けですけど、私は一つ間違えると、オウムの

ように過去に日本刀を500本買うたり脱税し

たり、いろんな問題で問題になった団体と関

係ある人物また関係ある団体が土地を買って

熊本に進出すると。福岡や佐賀でずっと問題

になって追い出されて熊本に来ているという

ふうに見ているんですけど、この役犬原の土

地は今どうなっているか、いわばアースハー

ト関係の団体の土地になっているのかどうか

を、ちょっと確認したいんですけど。 

 

○内野幸喜委員長 その前に、多分今松岡委

員と坂口課長はわかると思うんです。私たち

は余りわからないんです。その開発行為者

が、例えば今「ある宗教団体」と話しされま

したけれども、開発行為者とその関係もわか

らないですし。だから、こちらの委員側はち

ょっと話の中身はわからないんですね、今

は。 

 

○松岡徹委員 今度ね――これは一応議事録

から置いて、ここだけ――私は、さっき言っ

たように、100条調査も視野に全面的にちょ
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っとやっていきたいと思っていまのすので、

追々お知らせするし、きょう報道の方も来て

いらっしゃいますので、ただ報道あたりでし

てもらうと一番いいんだけど、それで課長あ

の土地だよね、役犬原の。今どういうふうに

なっていますか。 

 

○坂口建築課長 土地の所有につきまして

は、我々阿蘇のほうで完了検査が終わってお

りまして、その後の情報は今のところはつか

んでおりません。そういった委員おっしゃい

ましたような方が買われているのかどうかと

いうことまでは、確認はいたしておりませ

ん。 

 

○松岡徹委員 要するに、明らかにその10年

以上亡くなった人のサインとか印鑑で開発行

為が進められているという問題と、そして実

際アースハートという団体の機関誌や野中氏

の講演なんかを読んでみると、それから現地

の人の話では、アースハートの機関誌に、そ

のアースハートが現地視察をしましたて新聞

があるわけね。その写真は、やっぱりその阿

蘇の役犬原の土地の、今開発する前の状態だ

という証言があるんですよ。そうなると、そ

ういう団体がいわば西原に進出を計画する、

大津に土地を買う、役犬原にも土地を買うと

いうようなことになったら大変ですよ。それ

に結果として、熊本県が加担するといいます

か、そういうようなことになった場合の私は

責任は重大だと思うんですよ。 

 この問題は軽い問題としては扱えないの

で、今後も引き続き問題解明のためにやって

いきたいと思いますけども、一応きょう基本

的な点だけ質問し、回答をしていただいたと

いうことで、委員長きょうはおさめます。 

 

○内野幸喜委員長 これからの場合、全くわ

からないわけですね。だから、そういったの

がわかるような資料等をですね。 

 

○松岡徹委員 後で、お届けします。 

 

○内野幸喜委員長 はい、わかりました。ほ

か何かありませんか。――なければ、以上で

本日の議題は終了いたしました。 

 それから、このアクションプログラムにつ

いてはまだ素案の段階ですので、きょうのこ

の委員会の論議についても十分反映していた

だきますよう、よろしくお願い申し上げま

す。 

 それでは、これをもちまして第６回建設常

任委員会を閉会します。 

  午後３時10分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  建設常任委員会委員長 
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